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鉄道事業者は自社線沿線の居住者を維持・増加させるための一つの方策として，輸送サービスの向上施

策に取り組んでいるが，路線の輸送サービスと沿線への居住意向との関係に着目した研究は見当たらない．

そこで本研究では，その関係を定量的に考察することを目的とし，都市鉄道を利用可能な大都市圏の居住

者を対象に，鉄道輸送サービスと沿線への居住意向等について問うアンケート調査を実施した．調査で収

集したデータに対してコンジョイント分析を適用し，輸送サービスごとの沿線居住意向への影響を定量化

した．その結果から，居住意向に与える影響を，複数の輸送サービス間で定量的に比較できることを確認

した．また，居住地域や鉄道利用頻度などの利用者の属性によって，居住意向を向上させる輸送サービス

に違いがあることを示した． 
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1. はじめに 

 

人口減少時代に突入し，働き方の変化や今後の自動運

転技術の進展等により鉄道による移動ニーズのさらなる

縮小が予想されるなど，わが国の鉄道事業者を取り巻く

状況はより一層厳しくなると考えられる．そこで鉄道事

業者は今後も安定的に需要を獲得することを目的として，

主に都市鉄道沿線地域を対象に，路線沿線に居住するこ

とに価値を感じさせるような沿線まちづくりを推進して，

沿線居住者の維持・増加を図っている 1), 2)．その一環と

して，鉄道事業者は新駅設置や新型車両の投入などの設

備投資をはじめ，ダイヤ改正による利便性の向上など多

岐にわたる輸送サービス向上施策を実施している． 

鉄道路線の輸送サービスが，利用者の満足度や需要に

与える影響について分析した研究事例は数多く存在する．

櫛谷ら 3)は，東京都心から放射状に伸びる路線を 5方面

に分類し，方面別の鉄道サービスに関する満足度評価に

ついて分析した．日野ら 4)は，首都圏の鉄道路線を対象

に，顧客満足を形成するサービスをサービス提供の場と

提供の手段に分類し，その評価構造について分析した．

武藤ら 5)は，複数の鉄道駅を利用できるような鉄道競合

地域において，各駅の輸送サービス水準を含めた駅の魅

力度が駅ごとの需要に与える影響をモデル化した．秋山

ら 6)は，都市鉄道の需要に影響を与える要因として，鉄

道輸送サービスと地域別の人口や就業者数などの都市活

動をあげ，それらを説明変数とした重回帰分析により需

要を推計するモデルを開発した．ただし，これらの研究

では，沿線への居住という観点での検討はなされていな

い．居住の観点では，長尾ら 7)が鉄軌道の運行頻度と駅

周辺の人口分布の経年変化について分析をしているが，

地方都市を対象とした検討に留まっている． 

そこで本研究では，大都市圏居住者を対象として，鉄

道路線の輸送サービスと鉄道路線沿線への居住意向に着

目し，それらの関係性について考察を行った．具体的に

は，鉄道路線の輸送サービスと沿線居住意向に関するア

ンケート調査を実施し，沿線居住意向に影響を及ぼす輸
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送サービスについて，統計分析やモデル構築を通して定

量的な考察を行った． 

第 2章では，既往研究の整理と本研究の進め方につい

て述べる．第 3章では，本研究の調査内容において要と

なる仮想選択調査の設計方について整理する．第 4章で

はデータ収集のために実施したアンケート調査について

述べる．第 5章では，調査で取得したデータに対して適

用した分析手法について述べる．第 6章では，収集した

データに対してコンジョイント分析を適用した結果を示

すとともに，居住意向に影響を及ぼす輸送サービスにつ

いて考察する．第 7章で本研究のまとめと今後の課題を

述べる． 

 

 

2. 既往研究の整理と本研究の進め方 

 

(1) 居住地選択行動に関する既往研究 

居住地選択行動のモデル化に関する研究の蓄積は豊富

であり，その多くが期待効用理論に基づくものである 8)．

居住地選択の説明要因として，山崎ら 9)は身近な生活施

設への近接性や交通手段へのアクセス重視度などを，西

山ら 10)は施設充実度，交通利便性，住宅ステータスなど

をあげているように多岐にわたっている．これら既往研

究からも，最寄りの鉄道路線の利便性が居住地選択要因

の一つであると考えて相違ないが，それ以外の要因も決

して少なくない．さらに，実際の居住地選択行動は転居

を伴う．世帯の住み替えによる便益が存在している 11)こ

とからも，住み替えを考慮した居住地選択行動における

意思決定プロセスはより複雑である．したがって，居住

地選択行動に対して沿線鉄道路線の輸送サービスについ

てのみ着目したい場合，RP 調査に基づくことは現実に

は困難である． 

 

(2) 調査方法と分析手法 

SP 調査に基づく居住地選択行動を扱った研究例は多

数ある 8) 10) 12)ことから，本研究でも SP調査により，鉄道

路線沿線への居住意向と輸送サービスの定量的な関係性

を明らかにするためのデータを収集することとした．本

研究では，居住意向に影響を与える鉄道輸送サービスそ

れぞれの影響の強さに関心があるため，収集したデータ

に対してコンジョイント分析を適用することとした． 

コンジョイント分析は，複数の要素で構成される製品

などの嗜好を把握する目的で，要素ごとの嗜好を定量的

に評価するのが困難な場合に，全体の評価を行うことで，

その結果から各要素の嗜好を推計する統計的方法である．

手法の適用例は，交通機関選択 13)，過疎集落の交通サー

ビス 14)，都市公園の経済的評価 15)，ソフトウェア開発の

プロジェクト評価 16)，農業経営 17)など，交通分野を含め

幅広い分野に存在している． 

本研究においては，被験者に対して様々な輸送サービ

スをもった仮想的な鉄道路線を複数提示し，それら路線

に対する選好を調査することにより，個別の輸送サービ

スが評価にどの程度影響を及ぼしているかを明らかにす

ることとした．その際には，自宅最寄りの鉄道路線の輸

送サービス以外の要素は一切変化しないという前提の下

に，調査を行う必要がある．データの収集にはwebアン

ケート調査を活用した． 

 

 

3. 仮想選択調査の設計 

 

今回の調査は，現実には存在しない仮想的な鉄道路線

の沿線についての居住意向を問うものである．その仮想

的な鉄道路線は，列車本数や速達列車の有無などの複数

の輸送サービスに関する属性を持つ．各輸送サービスに

ついて，様々な水準の組み合わせにより仮想的な鉄道路

線を表現した．コンジョイント分析において，被験者に

提示する選択肢をプロファイルといい，本研究ではこの

仮想的な鉄道路線が持つ輸送サービスの組み合わせのこ

とを指す． 

コンジョイント分析を適用するためのデータの測定方

法にはいくつかの方法があり，被験者が妥当な判断を出

来るかどうかなどを考慮して，その方法を決定する．今

回は，提示した二つのプロファイルから好ましい一方を

選択してもらう一対比較法を用いる．本章では，一対比

較法を用いた調査の設計について述べる． 

 

(1) 提示するプロファイル 

a) 属性（輸送サービス）の設定 

評価の対象としたい輸送サービスはプロファイルに必

ず盛り込む必要がある．しかし，提示する輸送サービス

の種類が多くなりすぎると，被験者が各選択肢を適切に

認知出来なくなる可能性がある．そこで，佐藤ら 18)によ

る最適な提示属性数の検討，深澤ら 19)による鉄道輸送サ

ービスの重要度評価に関する検討，さらに鉄道事業者が

輸送施策で改善しうるサービスかどうかを考慮して，本

研究では表-1に示す 9つの輸送サービスをプロファイル

に盛り込む属性として採用した． 

小規模な遅延の発生頻度とラッシュ時間帯の混雑の状

況については，鉄道事業者が直接的に設定できる属性で

はないが，前者は列車ダイヤの設定や他路線等との相互

直通運転の有無，後者は新型車両の導入や時差通勤慫慂

に向けた各種サービスの充実化など，鉄道事業者による

輸送施策に影響を受ける要素であると考えて採用した． 
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b) 各輸送サービスの水準の設定 

細かく水準を設けた場合に被験者がどの程度各水準を

弁別できるか，鉄道事業者が輸送施策で改善しうるサー

ビスかどうかなどについての検討を通して，表-1に示す

ように水準を設定した．このとき，各属性の現実的な変

動幅を少し上回る範囲が両端となるように設定した． 

例えば終列車の到着時刻については，「午後 11時 30

分頃」から「午前2時00分頃」までの6水準を提示する

こととした．都市部において，郊外の駅への終列車到着

時刻は，早くても午前 0時頃，遅い路線では午前 1時半

頃である．そこで，提示する水準としては現実よりも早

いものと遅いものを設定し，これを被験者の区別しやす

さを考慮して 30分おきに区分した． 

また，都市部の鉄道では日常的に混雑が生じているた

め，ラッシュ時間帯において混雑が無く，着席が日常的

に可能な路線は少ないと思われる．そこで，ラッシュ時

間帯の混雑の状況については，提示する混雑率の下限と

して，着席が可能な水準を設けることにした．上限につ

いては，国土交通省による混雑度の目安 20)における最高

の 250%を反映させた．この値は，国土交通省発表の

2018年度の都市鉄道の混雑率調査結果 21)において，最も

混雑していた東京メトロ東西線の木場・門前仲町間

（7:50～8:50）の 199%よりも大きな値である． 

c) プロファイルの作成 

調査では表-1にまとめた水準をランダムに持つプロフ

ァイルを複数作成し，それを被験者に提示する必要があ

る．調査に必要なプロファイルの数を抑制するため，直

行表を用いて，64通りのプロファイルを作成した．  

(2) サンプルサイズの検討 

一対比較法は，被験者にとって判断が容易であるとい

う長所がある一方，統計分析に足る判断回数が非常に大

きくなるという欠点がある．そのため必要なサンプルサ

イズに関する十分な検討が必要である． 

コンジョイント分析に必要なサンプルサイズについて

は，これまでにも多くの議論がされており，いくつかの

基準 22) 23) 24)が提示されている．本研究では，その中でも

最も厳しい基準である，宋・善教 24)による「全ての水準

が 500回以上出現」という基準を参考にする．この基準

によれば，本研究において必要な総提示回数は 3,800 回

程度となる．1人の被験者に10回の仮想選択を行わせる

場合，被験者数は 380で良い．ただし，属性ごとの分析

を行う際には，属性ごとに分割した後の提示回数が

3,800 を超えている必要があるため，より多くの被験者

が必要になる．  

 

(3) 仮想選択場面の状況設定 

今回の調査では，被験者に「自宅最寄りの鉄道路線の

輸送サービス以外の要素は一切変化しない」ということ

を確実に想起してもらう必要がある．自宅周辺の地域の

住みやすさや，駅周辺の公共施設・商業施設の多さ，通

勤・通学先へのアクセスなどについては不変であって，

最寄り鉄道路線だけが異なる状況になるような場面を想

定させなければならない． 

ただし，そのような土地は現住地以外には存在し得ず，

調査で提示する仮想的な鉄道路線の沿線に転居すること

を想定させる場合，仮定が多くなり，被験者が妥当な回

表-1 調査で設定した属性と水準 

属性 水準数 水準 

1 快速列車などの速達タイプの列車の有無 4 

①速達タイプの列車があり，最寄り駅には全て，もしくは大半停車する 

②速達タイプの列車があり，最寄り駅にはそのうち半分程度停車する 

③速達タイプの列車はあるが，最寄り駅には全く停車しない 

④各駅停車の列車しかない 

2 都心の大規模ターミナル駅までの直通運転 2 ①あり ②なし 

3 有料着席サービス（列車）の有無 2 ①あり ②なし 

4 
小規模な遅延による目的地への到着時刻の数分の

遅れの発生頻度 
4 

①1ヶ月に1回程度 ②2週間に1回程度 

③1週間に1回程度 ④ほぼ毎日 

5 
よく行く目的地に移動する際の，最寄り路線部分

の片道運賃 
5 

①○○円（現状より2割増） ②○○円（現状より1割増） 

③○○円（現状のまま） 

④○○円（現状より1割引） ⑤○○円（現状より2割引） 

6 
よく行く目的地に移動する際の，最寄り路線部分

の所要時間 
5 

①□□分（現状より2割増） ②□□分（現状より1割増） 

③□□分（現状のまま） 

④□□分（現状より1割減） ⑤□□分（現状より2割減） 

7 自宅最寄り駅への終列車の到着時刻 6 
①午後11時30分 ②午前0時00分 ③午前0時30分 

④午前1時00分   ⑤午前1時30分 ⑥午前2時00分 

8 
ラッシュ時間帯の1時間あたりの停車本数 

（片方向あたり） 
8 

①4本(15分間隔) ②6本(10分間隔) ③8本(7～8分間隔) 

④10本(6分間隔) ⑤12本(5分間隔) ⑥15本(4分間隔) 

⑦20本(3分間隔) ⑧30本(2分間隔) 

9 ラッシュ時間帯の混雑の状況 5 

①席が半分程度埋まる 

②席が全て埋まり，つり革・手すりはほぼあいている 

③席もつり革・手すりも全て埋まる 

④折りたたむなど無理をすれば新聞を読める 

⑤電車が揺れるたびに体が斜めになって身動きできず，手も動かせない 
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答をすることが出来なくなる可能性がある．そこで自宅

や地域，駅周辺は全くそのままに，最寄り鉄道路線の輸

送サービスだけが変化する，という状況を想定し回答し

てもらうことで，居住意向に影響を及ぼす鉄道輸送サー

ビスを評価することとした． 

 

 

4. アンケート調査によるデータの収集 

 

(1) 調査項目 

調査では，被験者に対して一対のプロファイル（仮想

的な鉄道路線）を提示し，沿線への居住意向が高い路線

を尋ねた．この選択調査を一人の被験者に対して，10

回繰り返した．なお，これに加え，性別・年齢などの個

人属性や，普段の鉄道の利用頻度，仮想選択で提示した

9 つの属性に関する自宅の最寄り鉄道路線・最寄り駅の

状況についても尋ねた． 

今回の調査は，2020年以降に世界規模で発生した新型

コロナウイルスの感染拡大後に実施したが，調査ではこ

の影響を除外するため，感染拡大前の自身の状況を想定

して，回答をしてもらった． 

 

(2) 調査対象者 

今回の調査は，自宅最寄りの鉄道路線の輸送サービス

の違いが居住意向に及ぼす影響について問う調査である

ことから，鉄道が身近にあり，各家計において居住場所

に関する意思決定権を有している人であることが望まし

い．さらに被験者は，最寄り鉄道路線の利便性が居住地

決定に影響を及ぼすと考える者である必要がある． 

調査では，現在の居住環境とは異なる環境についての

居住意向を問う．そのため，現住地から転居する可能性，

または転居意向を全く持っていない場合，調査項目に対

して適切に回答できない可能性がある． 

また，鉄道輸送サービスに対する重要度・満足度評価

は，地域によって異なることが示されている 19)． 

以上の検討により，①都市近郊鉄道が通過する，埼玉

県・千葉県・東京都・神奈川県内の関東圏 144市区町村，

滋賀県・京都府・大阪府・奈良県・兵庫県・和歌山県内

の関西圏 96 市町村に居住していること，②鉄道を年数

回程度以上利用していること，③年齢が 18 歳以上で高

校生でないこと，④5 年後の居住地が現住地と異なる可

能性が少しでもある，または現住地から引っ越しをした

いと少しでも思っていること，⑤転居先に関して重視す

る項目（複数選択）について「最寄り駅を通る鉄道路線

の利便性（列車本数など）」を選択することの 5条件を

スクリーニング条件とした． 

今回のアンケート調査の実施はweb調査会社に委託し

た．被験者は，そのweb調査会社に登録されているモニ

ターのうち，上記のスクリーニング条件に合致する者と

した． 

 

(3) 調査の実施と回答の収集 

今回の調査では，スクリーニング調査と本調査は，

2020年 12月 1日～3日の 3日間で一続きで実施された．

最終的に，関東圏から 2,383人，関西圏から 2,329人の，

合計 4,712 人から回答を得た．各被験者には仮想的な鉄

道路線に対する選好評価を 10 回実施したため，評価に

ついての取得サンプルサイズは，47,120（＝4,712×10）

である． 

 

 

5. 分析の方法 

 

(1) 効用関数の推定方法 

この研究におけるコンジョイント分析では，ロジット

モデルによる推定を行った．調査において，被験者は 2

つの仮想的な鉄道路線から，沿線に居住するのに好まし

いと思う鉄道路線を選択する．路線 i, jの 2路線から，

路線 iを選択する確率は， 

Pr(𝑖を選択) =
exp(𝑉𝑖)

exp(𝑉𝑖) + exp(𝑉𝑗)
(1) 

と書ける．ここに，𝑉𝑖は路線 iの効用の確定項である． 

今回の分析における効用の確定項は，提示する仮想的

な鉄道路線が持つ各輸送サービスのパラメータの線形和

とする．コンジョイント分析に用いる効用関数の形式に

はいくつかあり，属性の値に対して効用が単調に増加ま

たは減少するベクトルモデル，属性のある値で効用が最

大になるように効用関数が上に凸になっているアイデア

ルポイントモデル，属性がある値の前後で急激に効用が

変動する場合や属性が離散的である場合にも対応できる

折れ線モデルなどがある 13)．ベクトルモデルを用いる場

合，変数の値とそれに対応する効用が線形の関係にある

ことを仮定することになる．しかし，商品の実際の品質

と消費者が知覚する品質には差があり，さらに品質と顧

客満足度の関係も単純な線形の関係とは限らない 25)た

め，輸送サービス水準と居住意向の関係も線形であると

は限らない． 

そこで本分析における効用関数には，現象に対して柔

軟なフィッティングが可能である折れ線モデルを，全て

の属性に対して仮定する．折れ線モデルの場合，輸送サ

ービス s ( ∈ 𝑆)の水準 t (∈ 𝑇𝑠)が仮想的な路線 kで提示さ

れるときに𝐷𝑠𝑡
(𝑘)

=1，提示されないときに𝐷𝑠𝑡
(𝑘)

=0をとる

ダミー変数を用いると，路線 kの確定効用𝑉𝑘は，輸送サ

ービス sの水準 tのパラメータ𝛽𝑠𝑡を用いて， 

𝑉𝑘 = ∑ ∑ 𝛽𝑠𝑡𝐷𝑠𝑡
(𝑘)

𝑡∈𝑇𝑠𝑠∈𝑆

(2) 

第 65 回土木計画学研究発表会・講演集

 4



 

 

と表すことが出来る． 

パラメータ推計は最尤推定により行う．分析に用いる

選択問題のサンプルサイズ（被験者数×繰り返し回答数）

をNとし，選択問題 n（=1,  … , N）において提示される

2つの路線のうち，被験者が選択した路線を Cn，選択し

なかった路線をZnと記すと，尤度L( β )は， 

L(𝛃) = ∏
exp (𝑉𝐶𝑛

)

exp(𝑉𝐶𝑛
) + exp (𝑉𝑍𝑛

)

𝑁

𝑛=1
(3) 

と表すことが出来る．これを最大にするような βが，求

めるべきパラメータである． 

 

(2) 部分効用値と相対重要度 

パラメータ βの大小が，輸送サービスの各水準が線区

価値に及ぼす影響の大きさを示しており，属性間におい

ても相対的に比較が出来るものである．分析結果の表現

には様々な方法があるが，今回はコンジョイント分析を

行った結果の解釈を行う際に一般的な，部分効用値と相

対重要度と呼ばれる指標を用いる 26) 27)． 

部分効用値は，各属性において全ての水準のパラメー

タの合計が 0になるように平行移動させるゼロ和制約を

適用して表現する．ゼロ和制約適用後の平行移動した後

のパラメータの値を部分効用値という．相対重要度は，

今回設定した水準において各属性が線区価値に及ぼす影

響の最大幅を比較する指標である．属性ごとの部分効用

値の最大値と最小値に着目し，その差（レンジ）を算出

する．全ての属性のレンジを算出して合計し，各属性の

レンジが，合計レンジのどれだけの割合を占めているか

を計算したものが相対重要度である．これらの値の算出

手順を図-1に示す．分析の結果はこれらの指標に基づい

て考察する． 

なお，連続量を持つ属性の相対重要度は，水準の設定

に大きく影響を受ける．極端な水準を設ければ，相対重

要度がその分大きくなる．また，相対重要度は，各属性

で部分効用値が最大・最小を示す水準以外が考慮されな

いことに留意する必要がある． 

 

(3) 妥当性の検証 

モデル全体の当てはまりを示す指標として，自由度調

整済み尤度比（McFadden の決定係数）𝜌̅2を用いる．こ

の値は，計算されたパラメータベクトル βと，全てのパ

ラメータが 0である零ベクトル 0を用いて， 

𝜌̅2 = 1 −
lnL(𝛃) − size(𝛃)

lnL(𝟎)
(4) 

と定義される．ここに，size( β )はパラメータの数（今回

は全水準数－属性数）である．𝜌̅2は，1 に近いほどモデ

ルの適合度が良いことを示す指標である．十分に高い適

合度を持つとされる値の閾値には，0.2～0.4 が広く用い

られる 28)． 

また，コンジョイント分析の特徴である複数仮説の同

時検証を統計的に検定するために必要なサンプルサイズ

の基準として，仮想選択において各水準が被験者に 500

回以上選択される 24)というものがある． 

今回は，これら 2つの基準により妥当性を検証する． 

 

 

6. コンジョイント分析の結果と考察 

 

前章で説明した方法によって収集したデータに対し，

コンジョイント分析を適用した．関東圏と関西圏それぞ

れで分析を適用した地域別の分析，現在の鉄道利用頻度

別の分析，現在の有料着席サービスの利用頻度別の分析

についての，結果と考察を本章で示す． 

効用関数のパラメータ推計には，統計解析ソフトウェ

アR(64bit) version 3.6.329)の survivalパッケージ version 3.2.730)

における clogit関数を用いた． 

 

(1) 地域別の分析 

鉄道輸送サービスに対する重要度・満足度評価は，地

 

 

 

図-1 部分効用値と相対重要度の算出手順 

コンジョイント
分析

調査
データ

各水準の
係数の値

０

属性３
（4水準）

属性２
（2水準）

属性１
（3水準）

各属性のうち
一つの水準は

基準として0になる

属性３の平均

各属性の平均を
０として

平行移動

属性２の平均

属性１の平均

部分効用値

０

属性１のレンジ

属性２のレンジ

属性３のレンジ

属性iの相対重要度＝
属性iのレンジ

全属性の
レンジ合計
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域によって異なることが示されている 19)ことから，関東

圏 2,383人，関西圏 2,329人，それぞれから収集したデー

タに対して，別々にコンジョイント分析を適用した．部

分効用値と相対重要度を折れ線グラフにして表現した結

果を図-2に示す． 

グラフは横軸に属性ごとに各水準を並べ，縦軸に部分

効用値をとったものである．属性の下部に示した数値は

相対重要度を表している． 

a) 分析結果の妥当性 

モデル全体の当てはまりを示す自由度調整済尤度比

𝜌̅2はそれぞれ 0.1684（関東），0.1576（関西）と計算さ

れた．今回のモデルの自由度調整済尤度比は，基準 28)と

なる 0.2 を下回っているが，仮想選択状況による調査で

は，被験者にとっては現実ではない状況を想像させた場

合，適合度が低く出てしまうこともある 31)． 

また，今回選択された水準のなかで最も回数が小さか

ったのは，ラッシュ混雑の「身動き不能」の 3,049 回で

あり，これは基準 24)となる 500回を超えている． 

自由度調整済尤度比が十分高くないために，結果の解

釈にあたっては留意が必要であるものの，鉄道の輸送サ

ービスが線区価値に及ぼす影響に関して，コンジョイン

ト分析を適用することが出来ると考えられる． 

b) 各属性の相対重要度 

各属性の相対重要度を比較すると，関東圏，関西圏と

もに「ラッシュ時の混雑」が最も高く，「有料着席サー

ビスの有無」が最も低いという結果となった．今回の調

査で設定した水準における輸送サービスの変化の場合，

居住意向に与える影響は「ラッシュ時の混雑」が最も大

きく，「有料着席サービスの有無」が最も小さいことが

示された． 

「ラッシュ時の混雑」に続いて，相対重要度が大きか

ったのは，関西圏では「片道運賃」「速達列車」「遅延」

の順であるのに対して，関東圏では「ラッシュ時運行本

数」「片道運賃」「速達列車」の順であった．このよう

に，地域によって居住意向に影響を及ぼす鉄道輸送サー

ビスが異なることが示された．  

c) 各水準の部分効用値 

属性ごとの部分効用値の分布を見ると，輸送サービス

の利便性が相対的に高いと考えられる水準は部分効用値

が概ね大きく，利便性が低いと考えられる水準は部分効

用値が概ね小さくなっている． 

「速達列車」属性について考察する．各水準の部分効

用値は，最寄り駅に大半が停車する場合は 0.357，およ

そ半分程度停車する場合は 0.227，停車しない場合は 

-0.276，そもそも速達列車が路線にない場合は-0.309 であ

った．速達列車が最寄り駅に半分程度停車する場合と，

全く停車しない場合で，部分効用値に大きく差が生じて

いることから，必ずしも全ての速達列車が最寄り駅に停

車しなくとも，一部が停車するならば，居住意向への負

の影響はそれほど大きなものにはならないと考えられる．

また，速達列車が最寄り路線に存在はするけれども最寄

り駅に停車しない場合と，そもそも速達列車が存在しな

い場合では，ともに部分効用値は平均を大きく下回る負

値でそれほど変わらず，最寄り駅への停車が，居住意向

への影響という観点からは重要であると考えられる． 

各水準内の部分効用値の分布に着目すると，ほとんど

 

 

 

図-2 地域別のコンジョイント分析の結果 
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の属性で，輸送サービスの利便性と部分効用値の関係は

単調増加，もしくは単調減少になっている．しかし「終

列車到着時刻」と「ラッシュ運行本数」については，そ

の傾向を示さなかった．鉄道利用の利便性のみで考える

と，「終列車到着時刻」は遅いほど，「ラッシュ時運行

本数」は多いほど，輸送サービスの利便性は高いものと

考えられる．しかし，「終列車到着時刻」は午前1時00

分の部分効用値が最も高く，そこから遅くなるにつれて

部分効用値は低下しており，全体として上に凸の傾向を

示している．同様に，ラッシュ時運行本数についても，

1時間あたり20本の水準までは運行本数が増加するにつ

れて部分効用値が増加しているが，1時間あたり30本の

水準では，20 本のときよりも部分効用値が低くなって

いる． 

この傾向は，沿線に居住したいかどうかという観点で

考えた場合に，終列車の到着時刻が遅かったり，ラッシ

ュ時の運行本数が 1 時間に 30 本もあったりするような

賑やかすぎる路線の沿線には居住したくないという気持

ちを反映したものであると考えられる．このような特徴

は，鉄道利用の利便性を評価する分析では見受けられな

いものであると思われる． 

両地域の結果が顕著に異なる箇所に着目する．「終列

車到着時刻」属性について，午前 0時以外の水準の部分

効用値にはそれほど差がないが，午前 0時ちょうどの水

準の部分効用値は，関西圏では 0.023 であるのに対して，

関東圏では-0.052 であった．これは，自宅最寄りの路線

に求める終列車到着時刻について，関西圏では午前 0時

ちょうどであればそれほど不満でないのに対して，関東

圏では午前 0時ちょうどでは不満を抱く人が比較的多く，

午前 0 時 30 分頃まで列車がないと十分でないと考えて

いる人が多いと解釈できる． 

同様に，「ラッシュ時運行本数」属性についても，1

時間あたりの運行本数が 8～15本の場合には，両地域の

部分効用値にはそれほど差がないものの，それらより多

い場合にも少ない場合にも差が生じている．このことは，

1 時間あたりの運行本数について，多い場合に十分だと

考える本数や，少ない場合に不満を抱き始める本数の境

界に，両地域で差があることを示唆するものである． 

 

(2) 鉄道利用頻度別の分析 

続いて，現在の鉄道の利用頻度による分析結果の違い

を考察する．週 3回以上鉄道を利用している被験者を

「よく利用する」グループ 2,898人，それ以外を「あま

り利用しない」グループ 1,814人に分類し，それぞれに

ついてコンジョイント分析を適用した．その結果を図-3

に示す．自由度調整済尤度比は「よく利用する」グルー

プ，「あまり利用しない」グループで，それぞれ

0.1635，0.1636であり，モデルの適合度としては，地域

別の分析とそれほど変わらない結果となった．また，各

水準が選択された回数で最小のものは，いずれも 500を

超えており，サンプルサイズは十分であったと考えられ

る． 

各属性の相対重要度を比較すると，「速達列車」「都

心直通」「片道運賃」などの属性について，「よく利用

する」グループよりも「あまり利用しない」グループの

ほうが大きくなっていることは興味深い．また，各水準

  

 

 

図-3 鉄道の利用頻度別のコンジョイント分析の結果 
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の部分効用値について，両グループで分布の形はそれほ

ど変わらないものの，「ラッシュ時運行本数」属性の運

行本数が多い箇所で違いが見受けられる．「よく利用す

る」グループでは運行本数の水準が 20本から 30本にな

るにつれて部分効用値が低下しているのに対して，「あ

まり利用しない」グループではその低下が見られない．

この低下の傾向は，全サンプルに対する分析でも，地域

別の分析でも見受けられたものであり，賑やかすぎる路

線の沿線には逆に居住したくないという気持ちが反映さ

れたものではないかと考察した．このような低下が見ら

れないということは，運行本数が多すぎることに対する

負の感情を持っていないということになる．運行本数が

非常に多い路線では列車も混雑していることが多く，こ

のような列車を利用することは不快であるが，鉄道をそ

れほど利用しない人にとってはこの不快な気持ちがそれ

ほど大きくないことによるものと推察される．ただし，

「ラッシュ時混雑」属性の部分効用値からは，2 つのグ

ループに顕著な違いが見られなかった． 

 

(3) 有料着席サービス利用頻度別のコンジョイント分

析の適用結果 

自宅の最寄り鉄道路線の有料着席サービスを「よく利

用する」「ときどき利用する」と回答した 271サンプル，

それ以外の「ほとんど利用しない」「全く利用しない」

「最寄り路線には無い」と回答した 4,441 サンプルにセ

グメントし，それぞれについてコンジョイント分析を適

用した結果を図-4に示す．「利用する」グループでは，

各水準が選択された回数で最小のものが 500を下回って

おり，十分なサンプルサイズを確保できていないため，

この分析結果は，あくまで傾向を把握するための補助的

な位置付けとしたい． 

この結果において顕著なのは，「有料着席サービスの

有無」属性の相対重要度が 3.94%とこれまでの分析結果

と比較して大きな値になっていることである．それに加

え，これ以外の全ての分析条件では，有料着席サービス

の項のパラメータが統計的に有意ではなかったが，この

分析条件では有意となった（p値=0.0002）． 

サンプルサイズが十分に大きくないことから，分析結

果の係数が安定していないのは明らかであるものの，

「片道運賃」属性において，運賃が増加してもそれほど

部分効用値が低下していなかったり，速達列車の有無の

影響が大きかったりと，有料着席サービスを普段から利

用する人の特徴として直感に合う結果を示した． 

 

(4) 全体的な分析結果の傾向について 

前節までに示した分析条件以外にも被験者属性によっ

て様々な被験者の分類を行い，コンジョイント分析を適

用した．その結果，被験者が置かれている状況や現在の

利用傾向が，部分効用値に対して影響を及ぼしているこ

とがわかった．例えば，現住地の最寄り路線のラッシュ

時混雑の程度が，身動き不能であると回答したサンプル

のみを対象にした分析では，「ラッシュ時混雑」の相対

重要度が 30%を下回った（29.13%）．これは，有料着席

サービスの利用頻度でセグメントして分析した結果から

見られた傾向にも合致するものである． 

ただし，相対重要度は水準の設定に大きく依存する指

 

 
 

図-4 有料着席サービスの利用頻度別のコンジョイント分析の結果 
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標である．そのため，相対重要度の値そのものを比較す

る際には，設定された水準が現実的な想定によるものか

どうかについてを検討した上で，議論をしなければなら

ない． 

 

(5) 属性間の居住意向への影響の定量的な比較 

コンジョイント分析で算出した各属性の部分効用値を

比較することで，直接的には金銭単位で評価できない属

性の価値を，金銭単位に換算して評価を行うことが出来

るようになる．  

今回は計算例として，ラッシュ時運行本数の変化を片

道運賃の変化割合に換算することを考える．効用関数に

折れ線モデルを仮定しているため，属性の値によっても，

別の属性が 1単位変化した場合の属性の変化量は異なる

ものとなる． 

ラッシュ時運行本数について部分効用値の分布をみる

と，1時間あたりの運行本数が 30本のときを除けば，本

数が増えるに従って部分効用値の変化量が小さくなって

いることがわかる．そこで，運行本数について逆数をと

ることで，運転間隔（分）に変換すると，1 時間あたり

4本から20本の間に関しては，部分効用値と運転間隔が

ほぼ線形の関係にあると見做せる（図-5）．この部分に

関して，回帰分析を適用すると，運転間隔（分）の係数

が-0.0697，切片が 0.4671と推計でき，決定係数が 0.9961

と極めて高い数値となった．すなわち，ラッシュ時の 1

時間あたりの運転本数が 4 本から 20 本の路線では，運

転間隔が 1分短縮するごとに部分効用値が 0.0697上昇す

ると計算できる． 

ここで計算された値を，片道運賃の変化割合に変換す

ることを試みる．運賃が現状から 1割減少することの部

分効用値の増分は 0.103であるから，これを 0.0697で割

ることにより，運転間隔1.48分に相当すると計算できる． 

また，この変換は運賃以外のサービスに対しても行う

ことが出来る．例えば「速達列車」属性について，最寄

り線区が各駅停車のみの場合は-0.276，最寄り線区に速

達列車はあるものの最寄り駅に停車しない場合は-0.258

であることから，その差 0.018 が最寄り路線における速

達列車の存在効果であると言える．これを 0.0697で割る

ことにより，0.26分に相当すると計算できる． 

ただ，これらの数値は鉄道利用に関しての効用につい

て計算したものではなく，居住意向に対する影響を定量

化したものであるため解釈が難しい．例えば，運転間隔

と片道運賃の比較例であれば，「最寄り路線のラッシュ

時の運転間隔が1.48分変化することによるその路線への

居住意向の変化は，最寄り路線の片道運賃が 10%変化す

ることによる居住意向の変化に相当する」ということに

なる． 

 

 

7. まとめと今後の課題 

 

本研究では，居住意向に影響を及ぼす都市鉄道の輸送

サービスに関するwebアンケート調査によって得られた

データに対してコンジョイント分析を適用し，調査で設

定した 9つの鉄道輸送サービスについて，居住意向への

影響を定量的に評価した．その結果，今回設定した水準

内の変化においては，ラッシュ時の混雑程度が最も居住

意向に影響を及ぼしており，有料着席サービスの有無が

それほど影響を及ぼしていないことがわかった．また，

地域別の分析結果から，関東圏と関西圏では，各輸送サ

ービスに対する重要度が異なることや，許容できるサー

ビス水準のレベルに違いがある可能性が示唆された．ま

 

 
 

図-5 関東圏における運転間隔と部分効用値の関係 
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た，鉄道利用頻度別，有料着席サービスの利用頻度別の

分析から，被験者が置かれている状況や現在の利用傾向

が，部分効用値に対して影響を及ぼすことがわかった． 

さらに，コンジョイント分析で算出した各属性の係数

を比較した．本稿では，片道運賃の変化割合，運転間隔

などの係数を比較することで，例えば関東圏では，片道

運賃の 1割減少は運転間隔 1.48分の減少に相当すること

を計算できた．これらの計算を通して，部分効用値に与

える影響を，複数属性間で定量的に比較することが可能

であることを確認した． 

最後に本研究の課題について述べる．今回構築したモ

デルに関しては，モデルの適合度を示す自由度調整済尤

度比が，適合度が高いと見做せる 0.2 を超えなかった．

本研究で行った仮想選択調査においては，路線沿線への

居住意向に影響を及ぼしていると報告されている鉄道路

線のイメージ 32)を始め，車両や設備のデザイン，緩急接

続の有無，パターンダイヤ化の有無など，調査対象から

外した属性も存在した．当然，除外した属性による居住

意向への影響も存在していると考えられるため，モデル

の適合度が十分でなかった一因として，居住意向を説明

するのに十分な属性を組み込めなかったことが考えられ

る． 

また，今回の調査では，現実の居住行動を対象にする

ことが難しいことから，仮想状況における調査を実施し

た．そのため，必ずしも現実の選択行動を模した結果に

なっているとは限らない．今回の調査で設定した輸送サ

ービスの属性について，実際の輸送サービス水準と，被

験者が調査において認知した輸送サービス水準に差があ

る可能性があることにも留意が必要である．さらに今回

は，現在大都市圏に居住している方に対する鉄道沿線へ

の居住意向を調査対象としたため，大都市圏以外からの

転入者における居住意向を考慮することが出来なかった．

これらについては今回検討出来なかった部分であり，今

後の課題とする．  
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RELATIONSHIP BETWEEN LEVELS OF URBAN RAILWAY SERVICES AND 

RESIDENTIAL LOCATION PREFERENCE IN THE METROPOLITAN AREA 

 

Takuya WATANABE, Noriko FUKASAWA, 

Daiki OKUDA and Takamasa SUZUKI 

 
Railway operators are endeavoring to improve levels of their services in order to gain more residents 

nearby. However, there are no studies focusing on the relationship between levels of railway services and 

residential location preference in the metropolitan areas. In this study, a questionnaire survey was conducted 

in the metropolitan areas. We applied conjoint analysis to the collected data, and quantified the effect of 

each transportation services on residential location preference. We confirmed that the effects can be com-

pared quantitatively among each transportation services. The result of analysis suggests that railway ser-

vices that affect residential location preference differ depending on resident’s attributes such as where they 

live and/or how often they use rail.  
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